
（３）物品製造・役務の提供

等に係る

入札参加資格審査申請

【標準様式】



　様式１（共通様式）

注）05については建設工事に係る競争について申請する場合に記入する。

令和3年度において、 で行われる入札に参加する資格の審査を申請します。

なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

殿

※代表者が申請担当者を兼ねる場合、役職を記載

※本社（店）と同じ場合には、郵便番号欄を空欄とし、住所欄に「本社と同じ」と記載

※本社（店）と同じ場合には、「本社と同じ」と記載

01 新規 02 受付番号※ 04 年 月 日法人番号
06 適格組合証明

取得年月日

- 番号 号

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書

十和田市

令和 年 月

更新 03 業者コード※ 05 建設業許可番号

都道府県 市区町村 町名番地

08 本社（店）住所

日

十和田市長

07 本社（店）郵便番号

フリガナ
略号

09 商号又は名称 （ ）

10 代表者役職

フリガナ セイ ： メイ ：

：

12 本社（店）電話番号 - -

11 代表者氏名 姓 ： 名

FAX番号

：

13 担当者 ： 姓 ： 名

部署名
(所属名)
役職名

セイ ： メイ

都道府県 市区町村 町名番地

15 担当者住所

：

14 担当者郵便番号

（ 内線番号 ）

17 担当者メールアドレス ＠

16 担当者電話番号 - -

- -



　様式１（共通様式）

１ 外資なし ２ 外国籍会社 ３ 日本国籍会社 ４ 日本国籍会社

 ］  ］  ］  ］

（ 外資比率 ： １００％ ） （ 外資比率 ： ％ ） （ 外資比率 ： ％ ）

・ 発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業

・ 発行済株式の総数又は出資金額の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業

・ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業

※欄については、記載しないこと。

18 申請代理人氏名 姓 ： 名 ：

（18 代理申請時使用欄）

セイ ： メイ ：

行政書士登録番号

郵便番号

都道府県 市区町村 町名番地

住所

電話番号 - -

メールアドレス ＠

19 外資状況

［ 国名 ：

20 営業年数 年 （合併等後

［ 国名 ： ［ 国名 ： ［ 国名 ：

↑建設工事の競争入札参加資格申請において、合併等から経営事項審査の基準日までの期間が５年未満の場合に記載。

月 日

21 常勤職員の人数（人）
①技術職員 ②事務職員 ③その他の職員 ④合計 ⑤役職員等（④の内数）

23 みなし大企業 下記のいずれかに該当する 該当しない

22 設立年月日（和暦） 年

0

年 ヶ月）



　様式４－１ ①（競争参加資格希望営業品目表・経営状況調査表）
※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

希望する資格の種類等（希望する資格の種類と営業品目に○をつける。複数選択可）

308

105 家庭用電気機器類 205 家庭用電気機器類 305 立竹木

106 産業用電気機器類 206 産業用電気機器類 306 OA機器類

107

115 被服・繊維製品類

109 印刷 209 印刷 309

111 厨房・バス・トイレ関連用品類 211 厨房・バス・トイレ関連用品類

114 徽章類 214 徽章類

113 室内装飾品類 213 室内装飾品類

301 鉄・非鉄屑

120 航空機・船舶類 220 航空機・船舶類

117 特殊自動車 217 特殊自動車

116 自動車 216

営業品目

101 事務用品類

営業品目

201 事務用品類

営業品目

自動車

112 日用雑貨類 212 日用雑貨類

108 写真用品類 208 写真用品類

102

1 ／ 2 頁

競争参加資格希望営業品目表（物品製造等）

資格の
種類

物品の製造 資格の
種類

物品の販売 資格の
種類

物品の買受け
コード コード コード

24

0 0

事務用機器類 302 紙・繊維屑

103 情報処理用機器類 203 情報処理用機器類 303 機械工具類

事務用機器類 202

104 図書類 204 図書類 304 自動車

207 通信用機器類 307

110 家具・什器類 210 家具・什器類 310 その他

通信用機器類

215 被服・繊維製品類

118 自動車部品類 218 自動車部品類

119 219

121 農業用機械器具類 221 農業用機械器具類

122 建設用機械器具類 222 建設用機械器具類

123 機械機器・工具類 223 機械機器・工具類

124 理化学機械器具類 224 理化学機械器具類

125 燃料・油類 225 燃料・油類

126 アスファルト・コンクリート類 226 アスファルト・コンクリート類

127 セメント・骨材類 227 セメント・骨材類

128 鉄鋼・非鉄製品等 228 鉄鋼・非鉄製品等

129 配管；配電材類 229 配管；配電材類

130 建築材料類 230 建築材料類

131 仮設資材類 231 仮設資材類

132 工業用ゴム製品類 232 工業用ゴム製品類

135 消防・防災用品類 235 消防・防災用品類

133 看板・プレート類 233 看板・プレート類

134 道路保安用品類 234 道路保安用品類



　様式４－１ ①（競争参加資格希望営業品目表・経営状況調査表）
※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

希望する資格の種類等（希望する資格の種類と営業品目に○をつける。複数選択可）

物品の販売 物品の買受け
コード

営業品目

楽器類

0 0 2 ／ 2 頁

競争参加資格希望営業品目表（物品製造等）
24

236 学校教材類

資格の
種類

物品の製造 資格の
種類

農業資材類

244 造園資材類

営業品目

241 医療機器類

240 診療材料類

237

238 運動用品類

143

医薬品類

145

144

140 診療材料類

137 楽器類

139

138 運動用品類

資格の
種類コード コード

選挙用品類 245 選挙用品類

239 医薬品類

農業資材類 243

136 学校教材類

営業品目

141 医療機器類

146 化学・工業薬品類 246 化学・工業薬品類

142 介護機器・用品類 242 介護機器・用品類

造園資材類

147 学校・文化施設機器類 247 学校・文化施設機器類

148 248

149 249

150 250

151 251

152 252

153 253

154 254

155 255

156 256

157 257

158 258

159 その他 259 その他

160 260

161 261

162 262

163 263

164 264

165 265

166 266

167 267

168 268

169 269

170 270



　様式４－１ ①（競争参加資格希望営業品目表・経営状況調査表）

希望する資格の種類等（希望する資格の種類と営業品目に○をつける。複数選択可）

資格の
種類

競争参加資格希望営業品目表（役務の提供等）
25

役務の提供等 役務の提供等 役務の提供等
コード コード コード

営業品目

401 複写業務

403 建物清掃・検査

405

418 検査業務

416 映像・ビデオ制作

施設維持管理

407 警備・受付等

409 造園・植栽管理

411

402 航空写真・図面作成

404 住宅設備修繕

406 施設設備管理

408 道路・公園清掃

410 貯水槽管理

浄化槽管理

412 廃棄物処理

413 運送業務

414 広告代理

415 催事関係

417 情報処理業務

419 調査業務

420 速記・翻訳業務

421 クリーニング

422 その他の委託業務

423 賃貸業務

424 自動車整備

425 航空機整備

426 船舶整備

0 0 1 ／ 1 頁※ 業者コ－ド※ 受付番号



　　　様式４－１ ②（競争参加資格希望営業品目・経営状況調査表）
※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

製造・販売等実績

③ 前  ２   ヶ   年  間  の

平  均  実  績  高

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

自己資本額 経営状況（流動比率）

区                            分

①

① 流 動 資 産 （a）

② ② 流 動 負 債 （b）

③ ③ 流動比率 （a/b×100） （％）

④

設備の額

主たる事業の種類

１．物品の製造 ２．物品の販売 ３．役務の提供等 ４．物品の買受け

営業年数の詳細

0 0

経営状況調査表（物品製造・役務の提供等）
26

①  直 前 々 年 度 分 決 算 ②  直 前 年 度 分 決 算

年 月から年 月から

月まで 年

月から年 月から 年

27 28

直前決算時（千円）
区　　　　　分 直前年度分決算

株 主 資 本

年 月まで月まで 年 月まで年

（千円）

新 株 予 約 権

（　う　ち　外　国　資　本） （ ） （千円）

計 0

29

①機械装置類（千円） ②運搬具類（千円） ③工具その他（千円）

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他 卸売

④合計（千円）

0

30

その他

31

① 創 業 年 月

サービス業 その他 立木竹小売 ソフトウェア業又は情報処理サービス業 旅館業ゴム製品

日

② 休 業 期 間 又 は 年 月 日 から

④ 営 業 年 数 年

日 まで

③ 現 組 織 へ の 変 更 年 月

転 （ 廃 ） 業 の 期 間 年 月

日



　様式４－２（営業所一覧表）
※ 受付番号

記載要領

頁

営業所一覧表（物品製造・役務の提供等）

番号 ０１ 営業区域コード

営業所の名称

0 ※ 業者コード 0 1 ／ 1

※左欄にセイ、右欄にメイを記載営業所の代表者

役職

※左欄に姓、右欄に名を記載

連絡先
電話番号 - -

営業所の所在地

郵便番号 -

都道府県

市区町村

フリガナ

氏名

（内線番号）

FAX番号

町名番地

- -

番号 ０２ 営業区域コード

営業所の名称

営業所の代表者

役職

※左欄に姓、右欄に名を記載

フリガナ ※左欄にセイ、右欄にメイを記載

連絡先
電話番号 - -

営業所の所在地

郵便番号 -

都道府県

市区町村

氏名

（内線番号）

FAX番号

町名番地

- -

１

2

3

4

5

本表は、申請先地方公共団体の競争に参加するに当たって、本社（店）から受任する支店等営業所の状況について、申請日時点で作成すること。

「電話番号」欄における市外局番、市内局番及び番号については、（ ）を用いずに、数字のみを記載すること。

｢FAX番号」欄における市外局番、市内局番及び番号については、（ ）を用いずに、数字のみを記載すること。

「営業区域コード」欄には、その営業所が営業する区域について、該当するコ－ド（記載要領参照）を記載すること。

記載欄が不足する場合には、同一の様式を用いて２頁目以降を作成すること。



○ 明治 1 株
大正 2 有
昭和 資
平成 名
令和 同

業
企
合
責
共
一財
一社
公財
公社
特財
特社


